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Ⅰ 総則 

1. 事業の目的 

市内の小学校に就学している児童で、保護者が就労等により昼間家庭にいない児童に対し、

原則小学校の余裕教室、公共施設等を利用して適切な遊び及び生活の場を提供し、その健全な

育成を図る。 

 

2. 事業の内容 

本事業は、次の内容・機能を有する。 

(1) 児童の健康管理・情緒の安定の確保 

(2) 出欠確認をはじめとする活動中及び登所・帰宅時の安全確保 

(3) 児童の活動状況の把握 

(4) 遊びの活動への意欲と態度の形成 

(5) 遊びを通しての自主性、社会性及び創造性の育成 

(6) 家庭との日常的な連絡及び情報交換の実施 

(7) その他児童の健全育成上必要な活動 

 

3. 法令等の遵守 

事業の運営にあたっては、放課後児童健全育成事業に係る関係法令等を遵守しなければなら

ない。 

 (1) 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号） 

  (2) 放課後児童クラブ運営指針（令和７年１月２２日 こ成環第１６号） 

(3) 「放課後児童対策パッケージ２０２５」（令和６年１２月２７日 こ成環第３１２号・６文科教

第１４６９号） 

(4) 放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準（平成２６年４月３０日 厚生労

働省令第６３号） 

    (5) 知多市放課後児童健全育成事業に関する条例及び施行規則 

（6） 知多市放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）ガイドライン 

 

4. 運営委員会・実行委員会 

本事業の運営は、地域の代表、学識経験者等で組織される運営委員会・実行委員会の協議、

検討及び検証により実施する。 
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Ⅱ 運営基準 

1. 対象児童 

対象児童は、市内の小学校に就学している児童とする。 

また、原則として校区内の児童を対象とするが、事情により校区外の児童の受入れも行うこ

とができることとする。 

 

2. 規模 

放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準第１０条に規定する支援の単位は、放

課後児童健全育成事業における支援であって、その提供が同時に一又は複数の利用者に対して

一体的に行われるものをいい、一の支援の単位を構成する児童の数は、おおむね４０人以下と

する。なお、入所数の目安として、登所率等を考慮し、１クラスあたり５０人程度とする。入所目安

を超える申込みがあった場合、児童の安全が確保でき、指導員による指導に支障がないと判断

できれば、登所率等を考慮し弾力的に受け入れができるものとする。 

また、７０人を超える入所が見込まれる場合は、クラス分けをするように努めるものとする。 

なお、いずれの場合も登所率等を考慮のうえ、１クラスの規模については放課後児童健全育

成事業の設備及び運営に関する基準を超えてはならない。 

 

3. 特別な配慮を必要とする児童の受入れ 

障がい等のある児童や虐待の対応に配慮を要する児童について入所の希望がある場合は、

次の各号を配慮の上、可能な限り受入れに努めるものとする。 

(1) 子どもの発達状況 

(2) 家庭等の状況 

(3) 児童クラブの指導員の配置・施設・設備等の環境条件 

 

4. 入所条件・必要書類・入所期間 

(1) 入所条件 

保護者、同居の祖父母（入所年度４月２日現在６５歳未満）が、次ページの表の理由により

昼間育成できないことを条件とする。 

※就労の場合は１日４時間（休憩時間を除く）以上、月に１５日以上の就労を常態としてい

ること 

(2) 必要書類 

次ページの表のとおりとする。 

(3) 入所申請・入所期間 

入所を希望する場合、保護者は入所申込書等を提出する。新 1年生は、保育園等からの

連続性を考慮し、４月１日より受け入れる。 

入所期間は、次ページの表のとおりとする。入所中に保護者等が退職した場合は、退職日

の月末まで入所可能とする。ただし、求職活動を行う場合は、退職日の翌月末まで入所可

能とする。 
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 入所事由 必要書類 入所期間 

１ 就労 

居宅外または居宅内で

労働している（自営業、

農業等を含む） 

・就労証明書 

 

就労している期間（最長で年

度末まで） 

 

２ 出産 

保護者が出産予定であ

る 

・母子手帳のコピー 

（出産予定日記載箇所） 

産前６週から産後８週目に

当たる月の月末まで 

（※多胎児は産前１４週～） 

３ 
病気 

障がい 

疾病もしくは負傷して

いる状態にある・心身

に障がいがある 

・児童を育成できない理由書 

・次のいずれかの書類 

① 身体障害者手帳等のコピー 

② 育成困難と記載された医師の

診断書（コピー可） 

  

 

 

左記事由により、入所を必

要とする期間（最長で年度末

まで） 

４ 
介護 

看護 

同居および別居の親族

を常時介護・看護して

いる 

・児童を育成できない理由書 

・常時介護・看護が必要と書かれた

医師の診断書（コピー可）   

・次のいずれかの書類 

① 身体障害者手帳等のコピー 

② 介護保険証のコピー等    

５ 災害 
災害の復旧にあたって

いる 

・児童を育成できない理由書 

・罹災証明書 

災害復旧が完了するまでの

期間（最長で年度末まで） 

６ 就学 

就学している ・在学証明書、合格通知書等・ 

カリキュラム等授業のスケジュール

がわかるもの 

就学している期間（最長で年

度末まで） 

７ その他 

上記以外 ・児童を育成できない理由書等 左記事由により、入所を必

要とする期間（最長で年度末

まで） 

 

5. 休止・退所 

休止を希望する場合は、保護者は原則休止月の前月の 20日までに、休止・取りやめ届出書

（第５号様式）を提出する。連続して最長３か月休止可能とする。休止月について、育成料は徴収

しない。 

退所を希望する場合は、保護者は原則退所月の 20日までに、休止・取りやめ届出書（第５号

様式）を提出する。随時退所は可能とする。月の途中に退所した場合は、退所月の育成料を徴収

する。 

 

6. 育成料の免除・減額 

(1) 免除 

入所申込時、保護者が知多市放課後児童健全育成事業に関する条例第８条（生活保護法

に規定する保護又は中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に

関する法律に規定する支援給付）に該当し、育成料免除申請書を提出した場合、入所月から
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育成料を免除する。 

入所中に保護者が前記第８条に該当する事由が生じ、育成料免除申請書を提出した場合、

申請日の属する月の翌月から育成料を免除する。 

育成料の免除を適用している保護者が、上記の生活保護または支援給付について廃止と

なり、保護者が育成料免除取消申請書を提出した場合、廃止日の属する月の翌月から育成

料を免除しない。 

 

(2) 減額 

入所申込時、保護者が知多市放課後児童健全育成事業に関する条例第７条第３項に該当

し、育成料減額申請書を提出したときは、入所月から育成料を減額する。 

入所中に保護者が離婚または死亡し、減額申請書を提出したときは、申請日の属する月の

翌月から育成料を減額する。市で調査した結果、離婚した事実が確認できない場合は、保

護者に離婚した事実が確認できる書類等を提出してもらう。 

育成料の減額を適用している保護者の婚姻等により、減額を取り消す場合は、婚姻日の属

する月の翌月から取り消す。保護者は、育成料減額取消申請書を提出する。世帯状況の変

更があるときは、住民票等で婚姻等の事実が確認できる書類を提出することとする。 

また、内縁関係の同居人がいるときは減額対象外とする。 

 

7. 開所日・開所時間・閉所日 

原則、以下の基準とし、地域の実情や保護者の就労状況を考慮して実施する。 

 

開所日 ・

開所時間 

小学校の授業のある日（月曜～金曜日） 放課後～午後７時 

学校休業日（土曜日、長期休暇、代休等） 午前７時３０分～午後７時 

閉所日 

・日曜・祝日・年末年始（１２/２９～１/３） 

・保護者への引き渡し（地震等引き渡し訓練日含む） 

・地震発生時（震度５以上） 

・学校閉鎖日（当該学校の児童） 

・学年閉鎖日（当該学年の児童） 

・学級閉鎖日（当該学級の児童） 
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Ⅲ 施設・設備 

1. 施設 

児童のための専用の部屋または間仕切り等で区切られた専用スペースを設け、遊び及び生活

の場としての機能が十分確保されるよう留意する。 

専用区画の面積は、児童１人につきおおむね１．６５㎡以上とする。 

 

2. 設備 

基本的に必要と思われる設備（備品）等は以下のとおりとする。 

   

玄関 靴箱、傘立 

クラブ室 電話機、冷蔵庫、食器棚、ロッカー、座卓、電磁調理器、テレ

ビ、洗濯機、加湿器、パソコン、プリンター 

その他 消火器、冷暖房器具、掃除機 

 

3. 管理 

放課後児童クラブは、施設の管理を次のとおり行う。 

(1) 安全対策 

指導員は、災害等の発生に備え、マニュアルに基づき定期的に訓練を行う。また外部から

の不審者等の侵入防止のための措置や訓練など不測の事態に備えて必要な対応に努め

る。 

   (2) 開閉所時の点検 

     指導員は、入室、退室する前に室内外を点検する。 

   (3) 鍵の管理 

全ての指導員はクラブ室及び出入口等の鍵を所持し、開所・閉所時に開錠・施錠する。閉

所時の施錠忘れや鍵の紛失等がないよう管理を徹底する。 
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Ⅳ 指導員体制 

 

1. 指導員 

（1）指導員は専任指導員、指導員で構成し、放課後児童支援員と兼任できるものとする。 

（2）市はすべてのクラブに放課後児童支援員を置かなければならない。放課後児童支援員の

数は、支援の単位ごとに２人以上とする。ただし、そのうちの１人を除き、補助員（放課後児

童支援員が行う支援について、放課後児童支援員を補助するものをいう。）をもって、これ

に代えることができる。 

（3）放課後児童支援員は、「放課後健全育成事業の設備及び運営に関する基準」に規定する、

下記のいずれかに該当する者で、都道府県知事又は指定都市の長が行う放課後児童支援

員認定資格研修を修了した者とする。 

 

① 保育士、教諭、社会福祉士のいずれかの資格を有する者 

② 高等学校若しくは中等教育学校を卒業した者であって、２年以上児童福祉事業に従事し

たもの 

③ 教育職員免許法第４条に規定する免許状を有するもの 

④ 大学又は大学院において、社会福祉学、心理学、教育学、社会学、芸術学若しくは体育学

を専修する学科又はこれらに相当する過程を修めて卒業した者 

⑤ ５年以上放課後児童健全育成事業に従事したものであって、市長が適当と認めたもの 

⑥ その他、「放課後健全育成事業の設備及び運営に関する基準」に規定するもの 

   

2. 配置 

おおむね児童１０人から１５人当たり１人の指導員の配置を目安とし、登録児童数・登所率に応

じて、弾力的に運用する。 

障がい等のある児童を受け入れる場合は、障がい児の人数や障がいの内容等により、必要に

応じて指導員を増員配置する。 

 

3. 職務 

専任指導員・指導員の職務 

① 児童の出欠確認、健康管理、安全の確保 

② 遊びや活動の準備、研究 

③ 基本的生活習慣についての援助、自立に向けた手助け 

④ 児童が宿題、自習等の学習活動を自主的に行える環境を整えること 

⑤ 保護者との日常的な連絡、情報交換、苦情対応 

⑥ 指導員日誌の記録、お便り等の作成 

⑦ 勤務予定表の作成 

⑧ 学校・父母会・地域・関係団体・行政との連絡調整 

⑨ 所属する指導員の取りまとめ、指導、育成(※専任指導員のみ) 

⑩ 市より指示のあった業務及び放課後児童クラブにおける児童の健全育成上必要な業務 
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4. 研修 

指導員の資質の向上のため、積極的に研修を実施し、または受講させる。特別な配慮を必要

とする児童(障がい等のある児童、虐待への対応等に配慮を要する児童)を受け入れるための研

修等に努める。 

指導員は、専門性を高めるために定期的に自己点検する機会を持ち、自己研鑽に努めること

とする。 

 

5. 指導員の社会的責任と職場倫理 

放課後児童クラブは地域社会の中で児童への育成・支援を行うという役割を担っており、社

会的信頼を得て取り組まなければならない。 

指導員の言動は、子どもや保護者に大きな影響を与えるため、仕事を進める上での倫理を自

覚して、自らを律し、育成・支援の内容の向上に努めなければならない。 

放課後児童クラブ指導員に求められる倫理は以下のとおり。 

(1) 児童の人権の尊重と性差、個人差への配慮に関すること 

(2) 体罰等、児童の身体的・精神的苦痛を与える行為の禁止に関すること 

(3) 保護者との対応・信頼関係の構築に関すること 

(4) 個人情報の取り扱いとプライバシーの保護に関すること 

(5) 指導員相互の協力に関すること 
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Ⅴ その他 

1. 保護者への支援・連携 

保護者と、放課後児童クラブでの様子や必要な情報を共有し、保護者自身が子育ての責任を

果たせるような支援を行う。また、父母会があるクラブについては、父母会活動について積極的

に支援を行う。 

 

2. 学校・関係機関・地域との連携 

放課後児童クラブの円滑な運営と児童の安全確保のため、学校や保育園、幼稚園等と積極的 

に連携を図る。なお、情報交換に当たっては、個人情報の保護や秘密の保持に十分な配慮を行

う。 

  児童の生活・遊び・体験・交流活動の場を広げるために、学校の校庭・体育館や余裕教室等の

利用について学校との連携を図る。より多くの地域の人材の活用及び地域との連携を積極的に

行い、地域ぐるみで子どもを育む環境づくりに努める。 

 

3. 安全対策 

   指導員は、事故防止のため以下のことに注意する。 

(1) 事故の未然防止に配慮し、学校、警察等との連携し、児童の安全確保に努める 

(2) 遊具の正しい使用方法の指導と使用可能学年の確認 

(3) 自らの身を守るための行動についての指導 

指導員は、事故やけがが発生した場合、速やかに適切な処置を行い、市に連絡をし、事故報告

書を提出する。状況に応じて、保護者へ連絡し、病院に受診する。 

   帰宅時の迎えは、原則、登録児童調査票に記入された保護者によるものとし、代理人による

迎えの場合は保護者に事前に連絡させる等、事故防止に努める。 

 

4. 情報提供 

児童クラブの運営方法や活動状況等について、保護者・学校・地域等に積極的に情報提供を

行い、地域とともに子育てを支援する体制を構築する。 

 

5. 要望・苦情への対応 

  要望や苦情を受け付ける窓口を保護者に周知するとともに、要望や苦情の対応手順や体制を

整備し、迅速な対応を図る。苦情対応については、解決に向けた手順の整理等、迅速かつ適切に

解決が図られる仕組みを構築する。 
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6. 警報・地震発生時の対応 

※児童クラブ登所後に暴風警報・特別警報・南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）が発表され

たときや、震度５以上の地震発生時、指導員は児童の安全確保、保護に努める。 

 

暴 風 警 報 

（台風等） 

暴風警報発令時には、閉所とする。 

（小学校の授業のある日） 

小学校の緊急時の対応に準じる。 

小学校が休校の場合、１日閉所とする。 

（学校休業日：警報解除後の対応について）  

  午前５時３０分までに解除 … 通常とおり開始 

  午前１１時までに解除   … 解除後２時間後から開始 

  午前１１時以降に解除   … 閉所 

特別警報（大

雨・暴風等） 

 

 

 

 

特別警報発令時は、閉所とする。 

（小学校の授業のある日） 

小学校の緊急時の対応に準じる。 

小学校が休校の場合、１日閉所とする。 

（学校休業日：警報解除後の対応について） 

  午前５時３０分までに解除 … 通常とおり開始 

  午前６時３０分までに解除 … 解除後２時間後から開始 

  午前６時３０分以降に解除 … 閉所 

地震（東海地

震など） 

震度４以下の地震が発生した時は、被災状況から、子ども若者支援課が開所

及び閉所を判断する。 

以下の場合は、閉所とする。 

・南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）発表時 

・震度５以上の地震が発生した時 

地震発生後、おおむね２時間を経過しても迎えのない児童は、指導員が引

率し、広域避難場所（小学校体育館）に移動させること。児童クラブの再開に

ついては、被災状況及び余震の沈静化状況から判断する。 


